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注 平成27年4月1日に食品表示法施行されたことから、
資料中の(案）を取ってご活用ください。
また、現行は旧に読み替えてください。
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栄養成分表示検討会（平成２２年１２月～２３年７月 ８回 消費者庁）

食品表示一元化検討会（平成２３年９月～２４年８月 １２回 消費者庁）

食品表示法（平成２５年６月2８日法律第７０号）

消費者委員会食品表示部会

食品表示基準（案）

パブリックコメント

食品表示法施行（平成27年4月1日）

栄養表示の義務化施行（５年以内）

食品表示基準
(平成27年3月20日公布、
食品表示法施行日より施行）

通知、Q&A、ガイドライン(平成27年3月）

栄養表示に関する調査会(6回）
生鮮食品・業務用食品の表示に関する調査会(5回）
加工食品の表示に関する調査会(8回）

経過措置：５年







栄養表示 －健康増進法から食品表示法へ―

義 務 化

モリブデン

（栄養成分表示調査会資料：消費者委員会HPより一部改変）



（ 「食品表示基準について」平成27年3月30日消食表第139号より抜粋）

中小企業基本法第二条第五項に規定する小規模事業者の判断基準は、当該事業年度の
前年度事業において常時使用した従業員数が最多となった時点での数とし、当該事業年
度の前事業年度の従業員数が20人 (略）である場合は、当該事業年度は栄養成分表示を
省略できる。また、当該事業年度中に従業員数が20人又は5人を超えた場合は、翌年度
は、原則として栄養成分表示の省略は認められないが、翌年度の開始日から6か月間は栄
養成分の表示を省略できる。

食品表示法に基づく栄養表示について



（栄養成分表示調査会資料：消費者委員会ホームページより）

基 準



（栄養成分表示調査会資料：消費者委員会ホームページより）



（栄養成分表示調査会資料：消費者委員会ホームページより）



（栄養成分表示調査会資料：消費者委員会ホームページより）



（栄養成分表示調査会資料：消費者委員会ホームページより）



（栄養成分表示調査会・食品表示部会資料：消費者委員会ホームページより）

栄養成分表示に係るナトリウムの量は食塩相当量で表示する。ただし、ナトリウム塩を添加して
いない食品に限り、任意でナトリウムの含有量を表示することができるものとし、その場合の表示
は、ナトリウムの量の次に食塩相当量を括弧書き等で併記する。



以下に該当する食品は表示義務を免除する。
①栄養の供給源としての寄与の程度が少ないもの （ア又はイをのいずれかを満たすもの）

ア 熱量、たんぱく質、脂質、炭水化物及びナトリウムのすべてについて０と表示することができる基準を
満たしている場合

イ 一日に摂取する当該食品由来の栄養成分(たんぱく質、脂質、炭水化物、ナトリウムの量及び熱量が、
社会通念上微量である場合

②加工食品の原材料として使用される食品
③酒類
④小包装食品
⑤極短期間でレシピが変更される食品 （ア又はイをのいずれかを満たすもの）

ア 日替わり弁当 (サイクルメニューを除く）等、レシピが３日以内に変更される場合
イ 複数の部位を混合しているため都度原材料が変わるもの(例：合挽肉、切り落とし肉等の切り身を使用
した食肉加工品、白もつ等のうち複数の種類・部位を混合しているため都度原材料が変わるもの）



食品表示法に基づく栄養強調表示について



栄養強調表示
すべての成分値は分析値

（栄養成分表示調査会資料：消費者委員会HPより一部改変）



（栄養成分表示調査会・食品表示部会資料を一部改変：消費者委員会ホームページより）

○今後、ナトリウムを25％低減した場合の「みそ」及び「しょうゆ」の保存性や品質の保持について、農林水産省及び関係業界か
ら更に情報を得た上で、本特例の適用の可否について検討

相対表示について



（栄養成分表示調査会資料：消費者委員会ホームページより）



（栄養成分表示調査会資料：消費者委員会ホームページより）



（栄養成分表示調査会資料：消費者委員会ホームページより）



栄養成分表示値の設定

(食品表示法に基づく栄養成分表示のためのガイドライン）



（ 「食品表示基準について」平成27年3月30日消食表第139号より抜粋）

１ 経過措置期間中は、一定の期間(中略）、食品表示基準に基づく表示と、(中略）旧基準に基づく表示が混
在することになる。

２ 新旧表示の混在については、１つの食品の表示の中で一部の表示事項のみ食品表示基準に基づく表示
を行い、残りの表示事項は旧基準に基づく表示を行うと、新旧どちらの基準に基づく表示であるかを消費者が
判別できず、混乱を生じる恐れがある。(例：略）
そのため、原則として１つの食品の表示の中での食品表示基準と旧基準の両者に基づいた表示の混在は認
めないこととする。



超高齢社会を迎えた日本では、総人口1億2千万人のうち高血
圧症者が4000万人、糖尿病者が予備軍も含めて2050万人を
数え、まさに国⺠病といっても過⾔ではない状態になってい
ます。

これらの疾病は、栄養補給のあり⽅がその発症や進⾏、重
症化、早世に大きく影響することから、エネルギーや食塩の
摂取等、日々の栄養・食⽣活の管理が 重要になります。

そういう中で、学校給食を中心とした栄養教育がなされて
きた成果として、栄養に関する国⺠の知識レベルは高く、近
年の健康ブームも加わり、消費者の健康や栄養への関心は非
常に高まっています。

おわりに



一⽅で、加工食品にあってはその製造技術等の進化により、
事業者からの情報提供以外でその栄養成分を知ることは不可
能に近いことから、栄養表示が一層重要であります。

食品の栄養表示は、消費者の一人ひとりが健康状態や⽣活
状況等を踏まえて⾃主的かつ合理的な食品選択をするための
情報源として重要ですし、⽣活習慣病という中・⻑期的健康
リスクを回避するための⽅策として栄養表示の活用が有効な
ことから消費者の安全確保のためにも役⽴つものです。

事業者の⽅へ：適正な栄養表示の実施
消費者の⽅へ：栄養表示の活用


